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毎月 15 日までの会費納入に、

ご協力をお願いします。 

 会 計 山崎 孝亀 

2020 年６月 29 日         春日井民商だより               第 1716 号 
 

 

 

新型コロナの影響で 3割以上の収入減見込みで申請可能      

 
 
納付期限を１日でも過ぎると、不納付加算税が課せられますの

で注意してください。 

★新型コロナの影響で納付が困難な場合は「延⻑」の⼿続きがありま
す。詳しくは事務所までお問い合わせください。
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県
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納
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届
い
て
い

ま
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「今
年
は
無
理
」の
声
も 

 
今
年
度
の
国
保
税
と
市
県
民
税
の
納
入
通

知
が
春
日
井
市
か
ら
届
い
て
い
ま
す
。
国
保
税

は
６
〜
３
月
ま
で
の
毎
月
納
付
、
市
県
民
税
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６
・
８
・
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・
１
月
の
４
回
で
納
付
す
る
こ
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に
な
っ
て
い
ま
す
。 

 
今
年
に
入
り
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
で
売
上

が
減
少
し
て
も
納
税
額
は
前
年
度
の
申
告
に

基
づ
い
た
金
額
の
た
め
、「
い
つ
も
な
ら
な
ん

と
か
な
る
が
今
年
は
無
理
」
と
の
声
も
上
が
っ 

て
い
ま
す
。 

３
割
以
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の
収
入
減
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で
国
保
減
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春
日
井
市
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影

響
で
主
な
生
計
維
持
者
の
収
入
が
前
年
よ
り

３
割
以
上
減
少
す
る
見
込
み
の
世
帯
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国
保
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を
、
主
な
生
計
維
持
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前
年
所
得
と
世
帯

全
体
の
所
得
中
に
お
け
る
割
合
に
応
じ
て
減 

免
し
ま
す
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減
免
を
受
け
る
に
は
申
請
書
の
提
出
が
必

要
で
す
。
ご
不
明
な
点
が
あ
れ
ば
民
商
ま
で
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尋
ね
く
だ
さ
い
。 

 
ま
た
、
市
県
民
税
に
つ
い
て
は
減
免
に
は
な

り
ま
せ
ん
が
、
申
請
に
よ
り
最
長
１
年
間
猶
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さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す(

下
記
参
照)
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通
常
の
売
上
減
少
時
の
減
免
申
請
と
異
な

り
、
主
な
生
計
維
持
者
の
前
年
所
得
が
１
０
０ 

０
万
円
ま
で
減
免
対
象
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 
減
免
対
象
と
な
る
の
は
今
年
２
月
１
日
か

ら
来
年
３
月
31
日
ま
で
に
納
期
限
が
到
来
す

る
も
の
で
、
す
で
に
納
付
さ
れ
た
も
の
も
さ 

か
の
ぼ
っ
て
減
免
対
象
と
な
り
ま
す
。 

好評販売中！ 値段はすえおき！ 

 
 

1.8kg  2,200 円  

新型コロナ関係の相談が激増しており事務

所が混みあっていますので、相談は事前に

必ず予約してからお願いします。 

 

愛知県・春⽇井市の休業協⼒⾦・
⽀援⾦の申請期限が迫っています 
提出期限：休業協⼒⾦、⽀援⾦は

6 ⽉３０⽇(⽕)厳守 
★愛知県の理美容休業協力金の提
出期限は７月５日(日)です 

申請がまだの⽅は忘れずに申請しましょう。 

国保減免相談会を開催します！ 

７月１日(水)より毎週水曜夜７時～ 事務所 
★新型コロナ感染防止のため、先着 4 名までの完全予約制で

行います。(予約なしの参加はお断りする場合があります。) 

★この時間では都合が合わないという方はご相談ください。 

＜もってくるもの＞ 印鑑、今年に入ってからの収入のわかるもの、収入が

減少したことがわかるもの(3 ヶ月分)、令和 1 年度分の確定申告書

～新型コロナの影響で市県民税の納付が困難な方は… 

最長１年間納付を猶予する制度があります 
新型コロナの影響で売上が減少し、市県民税の納付が困難な人には、徴

収猶予の「特例制度」があります。対象となるのは、今年 2 月以降の任意

の期間で前年同期に比べ売上が概ね 20％以上減少している人で、猶予の

対象となるのは令和 2 年 2 月 1 日から令和 3 年 1 月 31 日までに納期限

が到来する市県民税です。申請には、収入が前年同期に比べ減少している

ことがわかる書類、現在の財産や収支の状況がわかる書類などが必要です。

詳しくは事務所までお問合せください。ただし、あくまで納税の猶予であ

って、免除・減免ではないことには注意が必要です。 


